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　 本文は p.19 へ
防災・減災のための
情報通信システムの相互運用
　防災・減災においては、自助・共助・公助の様々な場面で、ハザードマップや被害想
定図等の災害に関する情報を効果的に活用することが重要である。平成 19 年 6 月 1 日
に閣議決定した長期戦略指針「イノベーション２５」においても、早急に開始すべき「社会
還元加速プロジェクト」のひとつとして、「安全・安心な社会」を目指した「きめ細かい災
害情報を国民一人ひとりに届けるとともに災害対応に役立つ情報通信システムの構築」が
挙げられており、国・自治体・企業・地域コミュニティなどでは、様々な防災・減災の
ための情報通信システム（以下、「防災情報システム」）の構築が行われている。
　これらに対して、今後の防災・減災対策を検討および立案する観点から、特にマルチ
ハザード・マルチリスクへの対応と不確実性考慮のための「情報の統合利用」と、情報の
信頼性を確保するための「情報間の連動」との 2 点が求められている。これらの要件を充
足するには、利用者が情報提供者の構築したシステム上でのみ情報を利用するという従
来の一方向の固定化した運用方式ではなく、各情報システム間でのインターフェースを
標準化し、外部で提供されている様々な情報を利用者側のシステムに動的に取り込んで
利用することが可能となる「相互運用」方式が有効である。例えば、市民が地域活動で利
用しているシステム上に、行政が提供する各種災害に関連する情報を取り込み、これら
を「統合利用」することで認識の相違を踏まえた共助の防災・減災対策を検討でき、また、
独立した災害情報提供システムを「連動」させることでつねに最新の情報を活用すること
ができるようになる。このように、誰もがすべての情報をどのシステム上でも利用でき
る環境が実現する。また、利用者が様々な情報を組み合わせ、新しい独自の利用法を編
み出す、ユーザイノベーション創出という点でも可能性が広がる。相互運用に向けた技
術開発や制度検討は、公的研究機関や企業団体などで進められているものの、現在はそ
の多くが情報の種類ごとに独立して進められており、今後は異種情報間での連携が必要
である。
　相互運用に向けては、まず、現状の防災情報システムが順次これに対応できるように、
各機関あるいは団体の積極的な取り組みを推進するための情報提供ガイドラインの整備
が必要である。また、この防災情報システムを活用した防災・減災対策を実現できるよ
うに、その効果的な実行方策や活用システムに関する研究開発が必要であり、これらを
推進するための社会的制度や情報活用ガイドラインの整備も必要である。さらに、情報
の提供者は、情報の提供・システムの構築・相互運用の実現を最終目的とするのではなく、
提供した情報が的確に活用されるようフォローアップを積極的に行うことが重要である。
一方、情報の利用者は、防災情報システムの相互運用を防災・減災のための基盤として
活用し、対策の検討および立案、そして、自助・共助・公助による防災行動を効果的に行っ
ていくことが重要である。
科学技術動向
概　要
Science & Technology Trends   February  2008
防災・減災のための情報通信システムの相互運用
科学技術動向研究
防災・減災のための
情報通信システムの相互運用
臼田　裕一郎
客員研究官
1  はじめに● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　防災・減災においては、自助・
共助・公助の様々な場面で、ハザー
ドマップをはじめとした災害に関
する情報を効果的に活用するこ
とが重要である。平成 19 年 6 月
1 日に閣議決定した長期戦略指針
「イノベーション 25」1）において
も、早急に開始すべき「社会還元
加速プロジェクト」のひとつとし
て、「安全・安心な社会」を目指し
た「きめ細かい災害情報を国民一
人ひとりに届けるとともに災害対
応に役立つ情報通信システムの構
築」が挙げられている。図表 1 に、
平成 20 年度にこのプロジェクト
に位置付けられた各府省の取り組
みを示す。本稿では、実際に構築
が進められている防災・減災のた
めの情報通信システム（以下、「防
災情報システム」と呼ぶ。）の現状
について俯瞰し、今後求められる
防災情報システムの構築および運
用のあり方として、「防災情報シ
ステムの相互運用」について述べ
る。特に防災・減災を目的として
災害が起こる前から活用されてい
るべき情報システムに着目する。
図表 1　イノベーション 25 社会還元加速プロジェクト「防災情報通信システム」に位置づけられた各府省の取り組み
きめ細かい災害情報を国民一人ひとりに届けるとともに災害対応に役立つ情報通信システムの構築
H19 予算 H20 予算
「防災の見える化」 の推進 内閣府 20
防災情報共有プラットフォームの機能拡張 内閣府 175 171
防災関連情報基盤の構築によるハザードマップ普及促進 内閣府 15
消防防災分野における ICT 活用のための連携推進事業 総務省 17
災害情報通信システムの研究開発等 総務省 261 516
地震 ・ 津波観測監視システム 文部科学省 1,558 1,406
災害リスク情報プラットフォーム 文部科学省 1,136
災害情報共有システム (DISS) の開発と活用 国土交通省 29 の内数
蓄積された災害情報の活用 国土交通省 12 12
洪水予測の高精度化 / リアルタイムハザードマップの開発 国土交通省 671,342の内数
ケーブル式海底地震計の整備による
東海 ・ 東南海 ・ 南海地震の監視体制の強化 国土交通省 839 785
光ファイバの高度利用や多様な通信インフラの連携による
防災情報通信基盤の構築 国土交通省 7
（小計） 4,085
（百万円）
参考文献 2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 2　国が構築を進める防災情報システムの例
参考文献 3）を基に科学技術動向研究センターにて作成
2  防災情報システムの現状● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　防災情報分野の施策について、
「平成 19 年版防災白書」3）より抜
粋すると、「平成 15 年 7 月の中
央防災会議の「防災情報の共有化
に関する専門調査会」4）において、
各種行政機関の防災情報システム
の有機的な連携のあり方、行政と
住民、住民等同士の間における防
災情報の共有、科学的防災情報の
提供についての報告を取りまとめ
ている。また、平成18年1月の「IT
新改革戦略」（IT 戦略本部決定）5）
においては、防災コンテンツの国
民への提供促進、防災・治安情報
の基盤の高度化・堅牢化、防災情
報共有プラットフォームの拡充な
どがうたわれている。さらに、平
成 18 年 7 月の「重点計画 2006」6）
においては、世界に誇れる安全・
安心な社会の構築を目指すため
に、IT による防災情報基盤整備
の推進が掲げられている。」とされ
ている。
　防災情報システムの構築につい
て国が推進しているものとして
は、内閣府、国土交通省、気象
庁、消防庁等において、各種災
害・防災情報の収集、共有、伝達
を目的とした防災情報システムの
構築が挙げられる（図表 2）。同様
に、各地方自治体においても、そ
れぞれ独自の防災情報システムの
検討、構築が進められている。ま
た、近年では、事業継続計画（BCP：
Business Continuity Plan）や 企
業防災の観点から、企業内におけ
る防災情報システムの構築も急速
に行われつつある。
　一般利用者向けに公開され、平
時から利用可能な防災情報シス
テムも官民を問わず数多く存在
する。防災に資する情報として
多くの自治体から提供されてい
るハザードマップについては、
紙媒体で一般配布されるととも
に、インターネットホームペー
ジ上で公開されている場合が多
い。そのほとんどが画像や pdf と
いった静的なファイルとしての
公開であるが、中には WebGIS
（Web Geographic Information 
System）などの技術を導入し、拡
大や縮小等も可能な防災情報シス
テムもある。例えば、「茅ヶ崎市地
震シミュレーションシステム」7）
では、選択や操作により結果が異
なるシステムとして、利用者が想
定地震とマグニチュードを任意に
設定することで、その結果想定さ
れる震度や液状化の状況を表示す
ることができる。（株）日立東日本
ソリューションズが公開している
「室内危険度診断システム」8）で
システム名 府省庁名 概要
防災情報共有プラットフォーム 内閣府
防災機関が横断的に共有すべき防災情報の形式を標準化し， 国， 地
方公共団体等の各機関や， 住民等の情報を共通のシステムに集約し，
その情報にいずれからもアクセスし， 入手することが可能な共通基盤。
地震による被害推計情報， 気象情報， 河川情報等を取り込み， 災害
現場における被災情報や各機関の活動情報を同一の地図上の情報と
して， わかりやすい形で共有することを可能としている。
地震活動等総合監視システム
（EPOS）， 地震津波監視シス
テム （ETOS）
気象庁
全国約 600 地点に震度計と約 180 地点に津波地震観測施設を設置し
てオンラインで地震の観測データを収集， 処理 ・ 解析して， 地震 ・ 津
波情報を発表。
震度情報ネットワークシステム
整備事業
消防庁
全国の都道府県 , 市町村の約 3,400 地点に設置した震度計から観測さ
れる震度情報を消防庁へ即時に情報収集し， 広域応援体制確立の迅
速化等に利用。
強震計ネットワーク （独） 防災科学技術研究所
全国約 1,000 ヶ所に強震計を設置し， 地震情報を通信ネットワークで
収集 ・ 配信するための設備の整備を図っており， 地震発生時の初動
対応等に活用。
地域気象観測システム
（AMeDAS）
気象庁 局地的な気象情報の観測を行う。
気象資料総合処理システム
（COSMETS）
気象庁
衛星を利用して雲の分布 ・ 高度などを観測する静止気象衛星を活用し
て観測データを収集し， 解析， 予測。
気象情報伝送処理システム 気象庁
気象庁で処理 ・ 解析により作成された情報を， 内閣府， 防衛省，  消
防庁， 海上保安庁等の中央府省庁と共に , 国土交通省地方整備局 ,
地方公共団体に伝達。
河川情報システム 国土交通省
一級河川等を対象として， 雨量 ・ 水位テレメータおよびレーダ雨量計
ならびに情報処理設備からなり、 雨量 ・ 水位の情報を収集。
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3  これからの防災情報システムに求められる要件●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　このような防災情報システムの
構築と運用が進められつつある
中、情報を活用して防災・減災対
策を検討し実行するために求めら
れる今後の要件として、特に下記
の 2 点が挙げられる。
３‐１
マルチハザード・
マルチリスクへの対応と
不確実性考慮のための
「情報の統合利用」
　防災・減災においては、地震・
噴火・洪水・がけ崩れ・津波など
を引き起こすハザード（災害の発
生源）は 1 種類ではなく、起こり
うる全てのハザードを対象としな
ければならない。また、リスク（ハ
ザードより受ける被害）も、生命
に関するリスク・物的リスク・経
済的なリスク・復旧や復興に係る
リスク等、多様に存在する。すな
わち、防災・減災対策においては、
誰もが、マルチハザード・マルチ
リスクへの検討と立案を行ってい
く必要がある。加えて、自然災害
の発生メカニズムの解明はいまだ
完全ではなく、災害に関する情報
には多くの不確実性が含まれてい
る。したがって、情報を利用する
際には、その信頼性や精度、発信
主体の多様性等について十分に配
慮する必要がある。
　このマルチハザード・マルチリ
スクへの対応、そして不確実性を
考慮した防災・減災対策を検討し
立案していくためには、利用者側
は、単独の情報のみに頼ることは
できない。その時点で存在するよ
り多くの情報を入手し、比較し、
取捨選択（トレードオフ）し、総合
的に判断した上で、自らの行動の
意思決定を行っていくこと、すな
わち、「情報の統合利用」を行って
いく必要がある。
　これに対し、既存の防災情報シ
ステムでは、例えば、地震に関す
る情報、洪水に関する情報、土砂
災害に関する情報などがハザード
毎に独立したシステムで運用され
ており、それらをひとつの場で統
合的に利用できない場合が多い。
また、WebGIS 等を組み込んだ重
畳表示が可能な既存のシステムに
おいても、選択できるのはそのシ
ステム内であらかじめ整備されて
いる情報に限られ、他のシステム
で運用されている情報を取り込ん
で統合利用することはできない場
合がほとんどである。このような
状況では、たとえマルチハザード・
マルチリスクへの対応や不確実性
を考慮するための多種多様な情報
が存在していたとしても、利用者
がその情報間での比較・トレード
オフ・総合判断を行うことは困難
である。したがって、今後の防災
情報システムの構築では、マルチ
ハザード・マルチリスクへの対応
と不確実性の考慮を行うために、
「情報の統合利用」を可能とする機
能の開発が求められる。
３‐２
情報の信頼性を確保する
ための「情報間の連動」
　利用者が情報に基づいて意思決
定を行う場合、その前提として、
利用する情報の信頼性が確保され
ていることが必要である。信頼性
とは、活用に即した精度が担保さ
れていることを指す場合が多い。
しかし、災害リスクの分野におい
ては、前述したとおり未だ不確実
性が多く存在している。したがっ
て、必ずしも精度が十分でないと
しても、その情報を基に防災・減
災対策を検討する必要が生ずる場
合もある。その際、その情報の出
所や作成方法等が明らかであると
ともに、その作成方法に従って、
連動すべき情報同士が連動してい
なければならない。ここでいう連
動とは、あるデータが更新された
場合に、そのデータを利用して作
成されたデータも併せて更新され
るということである。例えば、地
は、間取りや建物の構造、家具の
配置状況などを利用者自らが入力
することで、どのくらいの震度の
地震が発生すると、家具の転倒や
散乱がどのように発生するか、そ
して、その中でどのように避難す
るかをシミュレーションすること
ができる。さらに、情報の提供サー
ビスだけではなく、住民参加型で
情報を作成し、共有するシステム
の例も見られる。神奈川県藤沢市
の「ふじさわ電縁マップ」9）では、
バリアフリー・文化財・グルメ・
見どころなどに関する様々な地図
を住民が協働で作成し公開してい
るが、防災についても、避難所・
防災倉庫・消火栓・医療施設など
の情報が、住民の投稿により地図
として作成・公開されている。
　このように、情報通信技術（ICT: 
Information Communications 
Technology）の発展が著しい現
在、インターネットを介す形での
情報収集・情報共有・情報伝達に
関する取り組みは、今後も一層増
えていくものと考えられる。ま
た、従来は公的機関のための防災
情報システムが多かったことに比
べると、近年は住民や地域コミュ
ニティあるいは企業等を利用者と
して想定したシステムが増えてき
ており、公助のみならず、自助や
共助を支援することにも重点が置
かれつつある。
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　2 章で記したとおり、現在、多
様な防災情報システムの構築およ
び運用が進められている。しかし、
的確な防災・減災対策を検討し立
案していく上では、3 章で挙げた
2 つの要件を充足させる必要があ
る。これに対し、現状の防災情報
システムが抱えている問題は、そ
れぞれのシステムが独立して構
築・運用され、そこで提供されて
いる情報はそのシステム上でしか
利用できない形となっているとい
うことにある。例えば、現行の公
的機関の防災情報システムは、公
的機関が防災対策等を検討し実行
するためのシステムであり、住民
等が利用することは必ずしも想定
していない。しかし、そのシス
テム内で利用されている情報に
は、住民が自助や共助を考える上
でも有効な情報が多々含まれてい
る。例えば、防災施設の位置や設
置されている機材の情報・被害想
定・過去の災害履歴などは、住民
にとっても非常に重要な情報であ
る。しかし、これらの情報は、紙
媒体のハザードマップに含められ
て提供されたり、公的機関のホー
ムページで表や pdf 等の固定化さ
震災害による被害想定図は、地震
の発生可能性評価結果を基とし
て、ボーリングデータや地質デー
タ等から作成された地下構造モデ
ルやその上に居住する人口や建造
物の耐震性評価等を加え、多種類
の情報を統合的に処理し、シミュ
レーションされた結果として出力
されたものである。したがって、
この元データのうち一つでも更新
された際には、その都度、出力結
果である被害想定にも変更が必要
になる。この連動が正しく行われ
ることで、使用する被害想定がつ
ねに最新の知見を反映したもの
で、かつ、情報間での不整合もな
いこととなり、初めて、信頼性の
ある情報と位置付けることができ
る。
　これに対し、現状の防災情報シ
ステムでは、利用する情報をその
システム内固有のデータベースに
格納しており、それらをつねに最
新のものにアップデートしていく
ことは運用上の負荷が大きい。そ
のため、システム構築時に整備し
た情報を更新せずに使用している
場合が多く、結果として、新しい
知見が反映されていない古いデー
タで運用されている情報システム
が多々存在してしまっている。こ
のような状態では、防災・減災対
策を検討し立案する上で、最新の
知見を活用できず、また、整合性
の取れないデータを使用している
ことにもなり、本質的に望ましい
対策を執ることができない。
　災害リスクの調査や研究におい
ては、日進月歩で新しい知見が生
まれており、不確実性を減らすた
めには、つねに最も確からしい情
報を利用できることが重要であ
る。したがって、今後の防災情報
システムの構築では、最新の知見
の活用と、情報間の整合性を確保
するために、連動すべき情報を連
動させる仕組み作りが必要であ
る。
4  多様なシステム間での情報の流通を可能とする「相互運用」●　●　●　●　●　●　●
れた情報として提供されている場
合が多い。結果として、住民側は、
自らが使用する防災情報システム
上で扱えるよう、住民自らがこれ
らの情報を編集・作成し、利用し
ているのが現状である。一方、住
民間での取り組みとして、日頃か
ら感じる「ヒヤリハット」や危険箇
所等をまとめた「防災マップ」づく
り等が行われている。しかし、これ
もあくまで住民間での情報共有に
留まり、公的機関の防災情報システ
ムがこれらを取り込んで防災対策
に活用している例は見られない。
　中央防災会議「防災情報の共有
化に関する専門調査会報告」4）に
おいても、今後の課題として「自
助・共助・公助がバランスした防
災社会の確立」が挙げられており、
「行政による公助に加えて、地域
の住民、NPO、企業等の自助・
共助により地域の防災力を高める
ことが極めて重要である。自助・
共助がより効果的に行われるため
には、これを支える情報の流通が
不可欠」とされている。しかし、現
状の防災情報システムでは、防災・
減災のための情報の統合利用およ
び連動を実現するための情報の流
通が行われているとは言いがたい。
　これらの課題を解消するには、
全ての防災情報システムの仕様を
統一する、または、全ての情報の
フォーマットを統一する、という
方策が考えられる。しかし、個々
の防災情報システムは、それぞれ
が想定する利用者に対して必要な
機能や利便性を提供することも重
要な目的であり、それを含めてさ
らに同一の仕様にも合わせるとい
うことは現実的に不可能である。
これに対し、別の方策として、防
災情報システムのインプットとア
ウトプットの部分、すなわち、シ
ステム間のインターフェースだけ
を標準化し、システム間で情報を
やり取りできるようにする「相互
運用」方式での情報提供がありう
る。これは、図表 3 に示すように、
これまでサーバ毎に異なっていた
インターフェースを標準化するこ
とで、それぞれ独立した情報通信
システムから提供される情報を相
互に利用できるようにする方式で
ある。この方式に則った情報提供
を行うことにより、異なる多様な
防災情報システム間で扱ってきた
情報を互いに流通することが可能
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　ここでは、情報通信システム間
の相互運用が 3 章で挙げた防災情
報システムに求められる要件をど
のように充足しうるかについて、
事例を挙げて紹介する。
５‐１
「情報の統合利用」の
実現可能性
　3-1 で述べた通り、マルチハ
ザード・マルチリスクへ対応し、
不確実性を考慮するためには、複
数の防災情報システムから提供さ
れている情報の統合利用を可能と
することが求められる。しかし、
4 章で述べたように、その防災情
報システムが互いに独立し、連携
がなされていなかったことがこれ
までの課題であった。これに対し、
図表 3 のような相互運用の考え方
を取り入れ、互いの防災情報シス
テムを連携し、運用できる仕組み
を検討している具体的事例につい
て、以下に紹介する。
　静岡県島田市では、地域におけ
る住民の様々な活動を情報面で支
援することを目的に、地域情報共
有基盤（e コミュニティ・プラッ
トフォーム）「e コミュニティしま
だ」11）が運用されている。「eコミュ
ニティしまだ」では、音楽・環境・
菓子・商業経営などをテーマとし
た 35 のコミュニティが地域活動
を行っている。この中に、防災活
動としては「町内安全点検地図」と
いうコミュニティがある。ここで
は、平成 17 年から、地区内の安全・
安心をテーマに、被災経験箇所や
危険と思われる箇所、「ヒヤリハッ
ト」等が住民の手で地図上に投稿
されている。当初、この取り組み
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図表 3　情報通信システム間の相互運用のイメージ
参考文献 10）を基に科学技術動向研究センターにて作成
となる。その結果、システム同士
が接続され、利用者は並列または
一連の情報サービスとして利用す
ることも可能となる。これまでの
情報提供のあり方が、提供機関・
組織間で分散・独立したシステム
であるとすると、相互運用とは、
提供機関・組織間で分散している
が連携しているシステムと言え
る。これは、情報提供者が構築し
たシステム上でのみ利用者が情報
を利用するという、従来の一方向
的で固定化した運用方式とは異な
り、利用者が、外部で提供されて
いる様々な情報を、利用者側のシ
ステムに動的に取り込んで利用す
ることが可能なシステムである。
このように、今後は、誰もがすべ
ての情報をどのシステム上でも利
用できる環境が実現することが求
められている。
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図表 4　e コミュニティ・プラットフォーム上での情報の統合利用
は住民間のみでの情報共有として
行われてきた。一方、行政（静岡
県および島田市）からは、土石流・
がけ崩れ・地滑りといった土砂災
害に関する危険区域を示した「島
田市土砂災害ハザードマップ」が
紙媒体で住民に配布されてきた。
しかし、媒体が異なるために、上
記の「町内安全点検地図」内には、
「島田市土砂災害ハザードマップ」
に記された危険区域は記されてお
らず、比較等もなされていなかっ
た。
　平成 18 年 12 月、（独）防災科学
技術研究所は、実証実験として、
「島田市土砂災害ハザードマップ」
をデジタル化し、模擬的に準備し
た行政用サーバに格納し、「e コ
ミュニティしまだ」と相互運用形
式で情報をやり取りできるよう整
備した。同様に、空中写真等の他
の情報についても相互運用形式の
整備を行った。その結果、図表 4
に示すように、これまで媒体の違
いにより比較することができな
かった行政提供の「島田市土砂災
害ハザードマップ」と、住民が整
備してきた「町内安全点検地図」
を、「e コミュニティしまだ」上の
同一画面内で重ね合わせることが
できるようになった。これにより、
住民側のリスク認識と行政側のリ
スク認識に相違がある箇所を、双
方で明確に確認できるようになっ
た。
　例えば、図表 4 ①の網掛け部
分は、行政側が指定している土石
流危険区域であったが、住民側の
「町内安全点検地図」では土砂災害
については何も投稿がされていな
い、すなわち、住民側では危険と
いう認識がない箇所であった。こ
れは、土石流が地形的に奥まった
ところを起点として発生する災害
リスクであるため、住民にとって
は日常的には認識が困難であった
ためと考えられる。一方、図表 4
②は、住民側は危険と認識してい
たが、行政側では危険箇所・危険
区域と指定していなかった箇所で
あった。住民からは「急峻な山が
住宅に迫っていて大雨や地震の時
の山崩れが心配」「道のそばに家
があるが、山が急峻なため崩壊し
たときには、道や住宅に被害が出
るおそれがある」といった投稿が
複数なされていた。しかし、行政
側の危険箇所・危険区域は、それ
ぞれ決められた一定の基準にした
がって指定されているため、住民
の視点は考慮されていなかった。
このように、行政と住民との認識
の間には 2 つの大きな相違が存在
していたことが今回の相互運用に
より明らかとなった。
　このような比較結果を地図上で
明示したシステムを用いて、住民
間でワークショップを行ったとこ
ろ、この認識の相違に議論が集
まった。事後アンケートの自由回
答においては、「災害ハザードマッ
プをもっとよく見ておこうと思
う」「地元の意見を十分取り入れ
てほしい」「次につなげる話をど
うするか、さらに先をめざそう」
参考文献 11）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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「e コミュニティしまだ」における、土砂災害ハザードマップと町内安全点検地図の重ね合わせ
（網掛けが土砂災害ハザードマップに掲載されている危険箇所・危険区域等、アイコンが住民が登録した危険箇所）
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５‐２
「情報間の連動」の実現可能性
　情報共有をさらに発展させるこ
とで、さらに期待されるのは、防
災情報システム同士を相互に連携
させることで、ある情報がアップ
デートされた際に、それをトリガ
（きっかけ）として、その情報を
といった意見が記述されていた。
これは、行政とのリスク認識の相
違を住民が明確に認知できたこと
により、リスク対応へのより強い
関心が生まれ、積極性が出てきた
ことの表れと考えることができ
る。一方、行政側においては、今
後の危険箇所・危険区域の説明と
して、全体的な説明に加えて、図
表 4 ①のように住民側に日頃から
認識されていなかった危険箇所を
重点的に説明することで、住民の
認知を効果的に高めることが可能
となる。逆に、図表 4 ②のように、
住民側が危険と認識している箇所
がハザードマップで危険と指定さ
れていないことについては、その
理由や今後の対応方策について、
行政側が明確な説明責任を持って
対応することが求められる。
　このように、住民側・行政側そ
れぞれの防災情報システム間で相
互運用を可能とすることで、これ
までの行政からの一方向的なハ
ザードマップの配布や、住民のみ
で行っていた危険箇所のマッピン
グ作業だけでは得られなかった相
互効果が生まれている。これが相
互運用に期待された有効性のひと
つである。なお、島田市では、こ
のような地図的データに限らず、
耐震化助成の情報等、防災・減災
に係るその他の様々な情報も、市
の公式ホームページで提供すると
同時に、e コミュニティしまだの
ホームページでも同時に連携して
表示できる情報の運用方式につい
て、さらに検討を進めている。
基に処理が行われるプログラムや
サービスが連動する、いわば、複
数の防災情報システムを動的に連
携させた一連の防災情報システム
の実現である。
　例えば、地震による地盤の揺れ
やすさの評価においては、地下
構造を詳細にモデル化する必要
があるが、そのためには一定量
のボーリングデータが必要であ
る。ボーリングは都市インフラ整
備や建造物の建築の際に適宜実施
され、データは自治体等で管理さ
れている。これまで、地下構造の
モデル化を行う場合には、その時
点までに整備されていたボーリン
グデータを収集し、モデル化処理
を行っていた。そのため、そのタ
イミング以降に登録されたボーリ
ングデータについては、次の更新
のタイミングまで、地下構造モデ
ルに反映されなかった。これに対
し、相互運用により、ボーリング
データの登録・管理を行う情報シ
図表 5　相互運用による情報の連動
参考文献 13 ～ 15）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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「災害リスク情報に基づく行動支援システム」15）
「リアルタイム浸水被害予測情報」14）
「MP レーダによる降雨観測情報」13）
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災害リスク情報を基に、自らが避
難したり、要援護者の避難支援を
行う「災害リスク情報に基づく行
動支援システム」15）の研究開発
である。これらは、現時点では別々
の独立したシステムとして研究開
発が行われている。これに対し、
情報システム間連携を行えば、図
表 5 に示すように、MP レーダに
より観測された降雨データを、リ
アルタイムで浸水シミュレーショ
ンシステムが受けて 1 時間後の浸
水危険度を予測し、その予測デー
タを受けて、行動支援システムが
利用者に避難ルートや救助ルート
を提供する、という一連の処理が
可能となる。
　さらに、リアルタイム浸水シ
ミュレーションシステムでは、
MP レーダ以外の観測データも相
互運用により取り込むことで、浸
水危険度の予測精度を向上させる
ことができる。また、行動支援シ
ステムでは、浸水以外の被害予測
（例えば、緊急地震速報による震
度情報を基にしたリアルタイム被
害想定など）を取り込んだ、マル
チハザードでの行動支援システム
への発展を検討することが可能と
なる。このように、1 つの巨大シ
ステムで最初から最後までの処理
を執り行うのではなく、処理をで
きるだけ分割し、それぞれを独立
したシステムとして位置づけつ
つ、相互運用により動的に連携さ
せることで、一連の処理の所々で
新たなデータを加えて精度を向上
させたり、1 つのデータがより多
くのシステムで動的に利用される
ことが可能となる。
　近年、情報システムが提供す
るデータやサービスを利用者側
で容易に扱うことを可能とする
API（Application Programming 
Interface）の 無 償 提 供（ 例 え ば
Google Maps API など）により、
利用者側で、複数のサービスやコ
ンテンツを組み合わせる（Mash 
up）ことによる、様々な新しい
サービスの構築も多くなされつつ
ある。このように、情報の提供側
がその情報の利用方法の全てを司
るのではなく、誰もがどのシステ
ム上でも利用可能な状態で情報を
公開することで、利用者側で有効
な利用法をあみ出す、すなわち、
ユーザイノベーションが創出され
うる。この点も、今後の防災・減
災のための情報提供のあり方とし
て非常に重要である。
6  相互運用の実現に向けた技術開発および制度検討の動向 ●　●　●　●　●　●　●　●　●
　相互運用を実現するためには、
防災情報システム間で情報が流通
するためのインターフェースの標
準化が必要である。この標準化に
向けた取り組みとして、現在まで
に進められている技術開発や制度
検討の動向について、以下に述べ
る。
　まず、我が国の動きとしては、
内閣府が構築を進める「防災情報
共有プラットフォーム」16）がある
（図表 6）。これは、当面既存シス
テムとは個別のインターフェース
を採っているが、将来的には標準
インターフェースでの相互運用を
想定した仕組みを目指している。
実現すれば、防災情報共有プラッ
トフォームには、既存システムと
ともに今後整備・更新されるシス
テムからもつねに最新情報が登録
されることになる。さらに、各府
省庁の防災情報システム（図表 6
中では防災情報アプリケーション
と表現されている）も相互運用形
式に準拠することで、このプラッ
トフォームを経由して最新の情報
を利活用できることになる。現在、
そのための防災情報様式の作成や
システム技術仕様（接続方法等）、
運用・維持の体系等の公開につい
ての検討が進められている。
　（独）防災科学技術研究所・（独）
産業技術総合研究所は、災害情報
の共有による減災のための戦略
的・協調的対応の実現のために、
多種多様な情報共有を可能とする
「情報共有プラットフォーム」の開
発と、この開発において、既存シ
ステムや最新技術を用いたシステ
ムとの接続を容易にするため、広く
認知されている各種標準を基本と
した「減災情報共有プロトコル」17）
ステム・地下構造モデルを生成す
る情報システム・揺れやすさを評
価する情報システムを相互に連携
させることができれば、ボーリン
グデータが登録される都度、それ
をトリガとして一連の処理が連動
し、つねに最新かつ最大限精度の
高い情報としての地下構造モデル
およびその先の揺れやすさの評価
データを保持することが可能とな
る。現在、この相互運用に関する
研究が、科学技術振興調整費重要
研究解決型研究「統合化地下構造
データベースの構築」12）の一環
として、平成 18 年 7 月より開始
されている。
　このような情報システム間連携
は、リアルタイムのデータを利用
するシステムにおいて、その効果
を特に発揮する。例えば、（独）防
災科学技術研究所では、都市にお
ける降雨災害に関する防災情報シ
ステムとして、次の 3 つの研究
開発が行われている。1 つは「MP
レーダによる降雨観測情報」13）と
いう、降雨の観測精度および予測
精度の向上に関する研究開発、1
つは「リアルタイム浸水被害予測
情報」14）という 1 時間後の浸水
危険度を予測するシステムの研究
開発、そして最後の 1 つは様々な
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図表 6　内閣府「防災情報共有プラットフォーム」の全体構成図
の仕様を提案している。
　一方、地方公共団体の防災情報
システムについては、防災という
枠ではなく、地域情報全般を扱う
システムとして、総務省が「地域
情報プラットフォーム」18）の検討
を進めており、システムのあるべ
き姿としての仕様の標準化を行お
うとしている。具体的には、Web
サービスや XML などの技術を活
用して情報システム基盤を共通化
し、行政・民間を問わず地域のさ
まざまなサービスを連携・統合し
て提供することを目指している。
これは（財）全国地域情報化推進協
会により推進されており、アプリ
ケーションのひとつとして、防災
を想定した「防災アプリケーショ
ン基本提案書 ( 第 2 版 )」19）が作
成されている。
　放送業界では、放送のデジタル
化により、映像と音声だけの放送
から、より多くの付帯情報を伝え
るデータ放送が可能となってき
ている。データ放送は、災害時
の有効な情報伝達手段として注
目されており、「デジタル放送地
域情報共通 XML フォーマット　
TVCML（TeleVision Common 
Markup Language）」20）として、
災害情報の伝達に活用することを
テーマに、表現の多様性や情報の
一意性、速報性の向上などを図り、
より汎用性を持たせた規格を目指
して検討が進められている。
　なお、防災情報システムで利活
用される情報の多くは位置情報を
含む情報であり、地理空間情報の
ひとつとして位置づけることが
できる。地理空間情報の分野で
は、現在、国際標準（ISO-19100
シリーズ）としての標準化が検
討されている。我が国において
も、これに準拠した JIS 規格化
（JIS-X7100 シリーズ）が進めら
れている。さらに、我が国ではそ
の普及促進のため、国土地理院
により、より使いやすく整理し
た実用版である「地理情報標準プ
ロファイル（JPGIS: Japan Profile 
for Geographic Information 
Standards）」21）や「 日 本 版 メ タ
データプロファイル（JMP: Japan 
Metadata Profile）」22）が 作 成 さ
れている。インターフェースの仕
様については、例えば、WMS（Web 
Mapping Service: ISO-19128
規 定 済 ）、WFS（Web Feature 
Service: ISO-19142 検 討 中 ）、
WCS（Web Coverage Service）
が挙げられる。WMS はコンテン
ツを画像化してやり取りする形
式、WFS は地物オブジェクトそ
のものをコンテンツとしてやり取
りする形式、WCS は数値データ
としてやり取りする形式である。
出典：参考文献 16）より引用
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7  今後の課題● 　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
７‐１
各機関・団体における
相互運用への積極的対応と
それを推進する情報提供
ガイドラインの整備
　防災情報システムの相互運用に
向けては、6 章に挙げた技術や制
度の動向に対し、各機関や団体が
具体的に情報を流通させることに
前向きになれるかどうかが鍵とな
る。現在、国内の機関や団体が
行っている相互運用形式での情
報発信には、国土地理院（刊行は
ESRI ジャパン（株））の 50m メッ
シュ標高 23) および空間データ基
盤 2500024)、国土交通省国土計画
局のオルソ化空中写真 25)、（独）防
災科学技術研究所の地すべり地
形分布図 26) 等があり、それらは
WMS 形式で提供されている。し
かし、まだごく少数である。特に
各種行政機関は、情報の提供には
基本的に慎重な姿勢を見せてい
る。提供した情報が原因で何らか
の問題が発生した場合、往々にし
てその責任が提供者側に問われる
ケースが多いことがその理由のひ
とつである。しかし、防災・減災
においては、情報提供をすること
によって救われる対象は、かけが
えのない人命や財産である。たと
え精度や確度の低い情報であって
も、提供することによって救われ
る命や財産があるのであれば、む
しろ、提供しないことで救うこと
のできなかった責任のほうが問わ
れるべきであろう。
　今後は、どのような提供をすれ
ば的確な利用がなされるのかを十
分に議論・検討し、情報提供を行
う上で準拠すべき基準を明確に設
定することで、より積極的な情報
提供および相互運用への対応を促
進していくことが重要である。例
えば、地理情報システム（GIS）関
係省庁連絡会議は、これまで政府
の保有する地理情報が公有物であ
ると認識しながらも、電子的提供
の可否や条件等が明確でなく、部
局によっては提供を躊躇していた
ということを問題視し、その提供
方法等を明確にし、透明・公正な
ルールの下、地理情報流通を促進
するために「政府の地理情報の提
供に関するガイドライン」27）を
平成 15 年 4 月に策定した。ここ
では、「各府省が保有している地
理情報は、それぞれの行政目的を
達成するためのみならず、個人、
企業等からの利用ニーズも高く、
社会・経済活動に有益な情報であ
るため、個人、企業等に不利益が
生じまたは行政活動等に重大な支
障が生じるおそれがある場合を除
き、原則として、インターネット
を通じて無償提供することとして
いるが、個人や民間等の創作性を
十分に発揮させるため、その利用
方法については極力制限を設けな
いものとする。」とされている。ま
た、所在情報の提供、提供を可能
にするための配慮、提供方法、提
供条件の設定等についてや、提供
に際し留意すべき個人情報の保
護、国・公共による安全の確保、
著作権の所在の明確化等について
の具体的な提案を行っている。さ
らに別の例としては、空中写真に
ついて、（財）日本測量調査技術協
会が「個人情報保護及び国家安全
保障等に配慮した高解像度航空写
真の公開について（注意喚起）」28）
として、空中写真提供時における
留意点を挙げている（指摘してい
る）。このような、情報の提供を
躊躇なく積極的に実施するための
ガイドラインが、各種情報に関係
する機関や団体により検討される
ことで、より多くの防災情報シス
テムを相互運用形式に対応し、各
種情報が流通・連動・統合利用さ
れることが、防災・減災に必要な
情報基盤の実現につながる。
このような形式に従った情報の受
発信を可能とすることで、異なる
システム間でも必要に応じたデー
タのやり取りを動的に行うことが
できるようになる。このように、
地理空間情報の分野では、国際的
な標準化の動向が加速している。
国内においても、平成 19 年 3 月
には省庁連絡協議会による「GIS
アクションプログラム 2010」、5
月には国会にて「地理空間情報活
用推進基本法」が成立するなど、
情報の標準化とその活用への動き
が活発化している。また、国土交
通省国土計画局では、WMSをベー
スとした「地理情報共用 Web シ
ステム標準インターフェースガイ
ドライン」10）が策定され、今後
より多くの機関・団体での利用が
期待されている。我が国では、国
内における地理空間情報の標準化
に関する取り組みが阪神淡路大震
災を機に活発化してきた経緯があ
る。多様な分野で利活用される地
理空間情報の中でも、特に防災・
減災に関する情報は重要視されて
いる。
　以上に述べてきたとおり、文字
情報・数値情報・地図情報・映像
情報・音声情報などの防災にかか
わる様々な情報の流通を可能とす
る標準化に向けた仕様検討がそれ
ぞれ進められている。検討は、今
後さらに加速されるが、さらに、
どの情報も隔てなく利用できるよ
う、それぞれの仕様間で連携され
るべきである。
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７‐２
災害リスク情報を活用した
防災・減災対策の推進
　ここまで、防災情報システムの
相互運用環境の構築が、防災・減
災を目指す上で重要な役割を果た
しうることについて述べてきた。
しかし、このようなシステムや相
互運用環境の実現が最終目的では
ないことには注意する必要があ
る。防災情報システムが目指す最
終的なアウトカムは、多様な主体
が、流通する災害リスク情報を活
用して、効果的かつ効率的に防災・
減災対策を執ることができること
である。相互運用環境や防災情報
システムは、あくまでそのための
基盤・ツールにすぎない。したがっ
て、相互運用環境の構築を進める
と同時に、行政・企業・NPO な
どの各機関や団体・地域コミュニ
ティ、そして、自助・共助・公助
として、災害リスク情報を活用し
た防災・減災対策を推進するため
の方策を国民一人ひとりが検討で
き、実行に移していくことができ
るかどうかがポイントの鍵であ
る。
　これに対し、現状では、情報の
提供やシステムの構築が最終目的
であるかのように行われている施
策が多くみられる。例えば、「洪
水ハザードマップと防災情報に関
する調査報告書」29）では、ハザー
ドマップの配布後、それに対する
フォローアップが行われていた
自治体は 33.8% にとどまってい
る。情報の提供が行われても、そ
れを活用するためのフォローアッ
プやコミュニケーションが行われ
なければ、たとえ相互運用環境が
実現したとしても、それが防災・
減災対策に的確に活用されている
とは言えない。中央防災会議「防
災情報の共有化に関する専門調査
会報告」においては、具体的施策
として通信環境の整備や情報の共
通化・標準化を進めるとともに、
「平常時からの情報の的確な活用」
として、災害時の防災行動に関す
る平常時からの周知、リスクコ
ミュニケーションの実施、地域の
特性に応じた防災対策のための情
報共有、地域の災害関係情報の伝
承と活用、といった施策の必要性
がうたわれている。加えて、今後
の検討課題として、①防災関係機
関とマスメディアとの具体的連携
方策、②住民等における災害時の
情報通信手段の具体的確保策、③
住民などの中において防災情報の
共有を調整する人や団体の育成・
支援、④企業・NPO 等も参加し
充実した地域コミュニティにおけ
る防災情報のあり方、⑤災害経験
や教訓についての国際的な情報共
有、の５点が挙げられている。こ
れらの検討課題については、今後
実社会において積極的な取り組み
が行われることが期待されてい
る。情報を活用して自助・共助・
公助を具体的に支援する活用シス
テムの研究開発、そしてこれらの活
動を推進する社会的制度や情報活
用ガイドラインの整備はそのため
の重要な課題として挙げられる。
　すなわち、情報の提供・システ
ムの構築・相互運用の実現を最終
目的とするのではなく、情報の提
供者が、自らが提供した情報が的
確に活用されるようフォローアッ
プを積極的に行うこと、一方、情
報の利用者は、相互運用された
防災情報システムを十分活用し、
個々の防災・減災対策の検討、立
案、そして、自助・共助・公助に
よる防災行動を効果的に行ってい
くことが重要である。
8  まとめ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　本稿では、防災・減災を検討す
る上で重要となる情報の効果的活
用を目的とした「防災情報システ
ム」について、その現状を俯瞰し
た上で、それぞれの防災情報シス
テムで利用されている情報の統合
利用と連動の必要性という課題を
指摘した。そして、現状の問題を
解消するために、多様な防災情報
システム間で情報の流通がなされ
るための「相互運用」を提案し、こ
れにより、情報の統合利用、連携
による一連の処理が行われ、ユー
ザイノベーションが創出される可
能性についても述べた。今後は、
この相互運用形式を実現するため
の標準仕様の検討や異種情報に関
する仕様間の連携を加速するとと
もに、各機関あるいは団体の積極
的な取り組みを推進するための情
報提供ガイドラインの整備が必要
である。また、この防災情報シス
テムを活用した防災・減災対策を
実現できるように、その効果的な
実行方策や活用システムに関する
研究開発が必要であり、これらを
推進するための社会的制度や情報
活用ガイドラインの整備も必要で
ある。さらに、情報の提供者は、
情報の提供・システムの構築・相
互運用の実現を最終目的とするの
ではなく、提供した情報が的確に
活用されるようフォローアップを
積極的に行うようにすることが重
要である。一方、情報の利用者は、
防災情報システムの相互運用を防
災・減災のための基盤として活用
し、対策の検討および立案、そし
て、自助・共助・公助による防災
行動を効果的に行っていくことが
重要である。
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